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社会保険 ･労働保険徴収事務センター事務取扱要領の改正について

社会保険 ･労働保険徴収事務センター (以下 ｢センター｣というC)の事務の取扱いにつ

いては､｢社会保険 ･労働保険徴収事務センター事務取扱要領について｣(平成 15年 7月

22日付け基徴発第 0722002号 ･庁保険発第 0722001号通知)の別添 ｢社会保険 ･労働保

険徴収事務センター事務取扱要領｣により取 り扱われているところであるが､今般､セン

ターとして受付を行っている一部の届出について届出様式を共通様式化したこと等に伴い､

同要領を別紙｢社会保険･労働保険徴収事務センター事務取扱要領新旧対照表｣のとおり､

所要の改正を行 うこととしたので通知する｡

なお､別添のとおり改正後の同要領を送付するので参照されたい｡



社 会 保 険 ･労 J動保 隙撤 収潮 寡セ ン.タ - 事 務 取 扱 要 簡 折旧対 照 表

第2 社会保険と労働保険に関する届出の受付

1 対象となる届出手続等
(1)対象届出手続

センターとして受付を行う届出は次のとおりとする｡
ア 健康保険//1厚生年金保険披保険者朝酎Hjj額算定基礎届 (以下｢算定基礎届｣

という｡)
イ 労倣保険概算･確定保鮮 卜申告書/一般拠出金申告書 (年度更新に係るも
のに限る｡以下 ｢年更申告書｣というC)

ウ 労働保険保険関係成立届 継続)
エ 雇用保険適用事業所設置届
オ 健廉保険 ･厚生年金保険新規適用眉
力 労働保険名称､所在地等変更届
キ 雇用保険事業主事業所各種変更届
ク 健麻保険 ･厚生年金保険適用事業所所在地変更(訂正)局(管轄内･管轄外)
ケ 労働保険で個 人選任･解任届
コ 労働者災害補僚保険代理人選任･解任届
サ 雇用保険被保険者関係届出事務等代理人選任届

i 塵塾里旦_･旦 E主査堕睦室蓋真二題壁上選任上空聖__二風 土塁
ス 健東保険 ･厚生年金保険事業所関係変更 信丁正)局
亘 雇用保険被保険者氏名変更届
ソ 健康保険･厚生年金保険被保険者氏名変更 (訂正)局
亘 雇用保険被保険者資格取得届
壬 雇用保険披保険者転勤届
2 億射呆険 ･厚生年金保険被保険者資格取得届
三 雇用保険被保険資格喪失屈
卜 健康保険 ･厚生年金保険被保険者資格喪失届

亘 雇用保険適用事業所廃止届
三 億東保険 ･厚生年金保険適用事業所全喪届

(2)対象事業場の範囲 (略)

2 実施内容 (略)

(下線の部分は改正部分)

第2 社会保険と労働保険に関する届出の受付

1 対象となる届出手続等
(1)対象届出手続

センターとして受付を行う届出は次のとおりとするO
ア 健喪保険//厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎届 (以下r算定基礎屈｣

という｡)
イ 労働保険概算･確定保険料申告書///｣般拠出金申告書 (年度更新に係るも
のに限る.以下 ｢年更申告書｣というO)

り 労働保険保険関係成立届 係臓敬
二 雇用保険適用事業所設置届
オ 健東保険･厚生年金保険新規適用眉
力 労徽保険名称､所在地等変更届
キ 雇用保険事業主事業所各種変更届
ク 健康保険･厚生年金保険適用事業所所在地変更(訂正)局(管轄内･管轄外)
ケ 労働保険代理人選任･解任届
コ 労働者災害補償保険代哩人選任･解任届
サ 雇用保険被保険者関係届出事務等代理人選任届

と 健酸味険 ･厚生年金保険事業所関係変更 (訂正)眉
墨 雇用保険被保険者氏名変更届
皇 榛東保険 ･厚生年金保険被保険者氏名変更 (訂正)局
∠ 雇用保険被保険者資格取得届
旦 雇用保険披保険者転勤届
壬 健封呆険 ･厚生年金保険被保険者資格取得届
2 雇用保険披保険資格喪失届
テ 健東隣験,厚生年金保険被保険者資格喪失屈
三 尾同保険適用事業所廃止届
± 健康保険･厚生年金保険適用事業所全喪届

(2)対象事業場の範囲 (略)

2 実施内容 (略)



担ンタ一における労働保険関係受付事務取扱要領 (別添 l ) l

改正額 改正前

Ⅰ. (略) ∫. (略)

Ⅱ.労働保険の届書の処理 Ⅱ.労働保険の届書の処理

1.労働保険保険関係成立届 (継続) 1.労働保険保険関係成立届 (継続)

(り届書の記載事項及びセンターにおける点検事項等 (1)届書の記載事項及びセンターにおける点検事項等

事 項 点 検 内 容 等 (2)､ 事 項 点 検 内 容 等

(丑:｢事業主の住所又は (1)必須項目への記入の有無の確認 ② :｢事業の所在地､名 (1)必須項目への記入の有無の確認
所在地､氏名又は名 ①､②､③､④､⑥､⑦､⑧､⑰ 称｣ (診､③､④､(む､(訂､⑧､⑰から⑳､⑳
称｣ 不言⑳､⑳から⑳欄に記入されてい ③ :｢事業の概要｣ から⑳欄に記入されていることを確

② :了青葉の所在地､名 ることを確認する○ ㊨ :｢事業の種類｣ 認する○
称｣ 記入されていない場合は事業主等 ⑥ :｢保険関係成立年月 記入されていない場合は事業主等

③ :｢事業の概要j への確認をするものとし､不明の場 日 く労災､雇用)｣ -の確認をするものとし､不明の場

④ :｢事業の種類｣⑥ :｢保険関係成立年月日 (労災､雇用)｣⑦ :｢雇用保険被保険者敬 (一般 .短期､日雇)｣⑧ :｢賃金総額の見込額｣⑰ :｢垂_墓亜｣住所 (カナ)(OCR)⑱ :｢重量塵｣住所 (漢辛)(0(〕R)⑩ =｢重量匪｣名称 .氏名 (カナ)(OCR)⑳ :｢重量匪｣名称 .氏負 (漢字)(OCR)(以下 略) 合は返戻するo(以下 格) ⑦ :｢雇用保険被保険者敬 (一般 .短期､日雇)｣⑧:｢賃金総額の見込額｣⑰:｢重量圭｣住所 (カナ)(OCR)⑱ =｢蔓叢主｣住所 (漢辛)(OCR)⑩ :｢重量主｣名称 .氏名 (カナ)(OCR)⑳ :｢重量主｣名称 .氏名 (漢字)(OCR)(以下 略) 合は返戻するD(以下 略)

(2)､(3) (略) (3) (略)

2. (略) (略)

3.労働保険名称､所在地等変更届 .労働保険名称､所在地等変更届



塗 :｢変更理由｣

@‥｢労働保険番号｣(OC
R)

⑯ :｢変更年月日｣(OCR)

① :｢変更前の事菓主の

住所又は所在地､氏

名又は名称｣

A ｢変更前の事業の所

在地､名称｣

@ .｢変更前の峯量塵 の

住所､名称二氏名｣

@ :｢変更前の事業の種

類｣

⑥ ･r変更後の事業主の

住所又は所在地､氏

名又は名称｣

塗 :｢変更後の事業の所

在地､名称｣

@ .｢変更後の蔓墓塵J

住所 (カナ)(OCR)

@ :｢変更後の重量塵｣

住所 (漢字)(OCR)

@ r変更後の重畳堕 ｣

名称 .氏名 (カナ)

(OCR)

A Ir変更後の重量匪｣
名称 ･氏名 (漢字)

(OCR)

@ r労働保険番号｣(OC
R)

@ .r事業予定期間｣

@ ･｢変更後の事業の種

(1)必須項目への記入の有無の確認

⑨ ､⑩ ､⑱欄へ記入されていること

を確認する｡記入されていない場合

は事業主等へ確認するものとし､不

明の場合は返戻する｡

(2)変更事項の記入の有無の確認

①から④､⑥､⑦､⑪から⑭欄につ

いては､変更があった場合に記入さ

れているか｡

(3)単独有期事業及び事務組合への委

託事業の確認

左に掲げる欄に記入がある場合

は､下記の通り取扱うこと｡

塗:r変更理由｣

@:r労働保険番号｣(OC
R)

⑭イ変更年月日｣(OCR)

負:｢変更前の事業の所

在地､名称｣

A :r変更前の重量主の

住所､名称｣氏名｣

塾 ･.｢変更前の事業の種

類｣

@ r変更後の事業の所

在地､名称｣

@ ･｢変更後の事業主｣

住所 (カナ)(OCR)

@.r変更後の事業主｣

一住所 (漢字)(OCR)

@ ･｢変更後の重量圭 J

名称 ･氏名 (カナ)

(OCR)

a :｢変更後の蔓墓皇 J

名称 ･氏名 (漢字)

(OCR)

@.r労働保険番号J (OC
R)

@:｢事業予定期間｣

⑥ :｢変更後の事業の種

(1)必須項目への記入の有無の確認

⑦ ､⑧ ､⑭欄-記入されていること

を確認する｡記入されていない場合

は事業主等へ確認するものとし､不

明の場合は返戻する｡

(2)変更事項の記入の有無の確認

①から③､⑤､⑨から⑫欄について

は､変更があった場合に記入されて

いるか.

(3)単独有期事業及び事務組合への委

託事業の確認

左に掲げる欄に記入がある場合

は､下記の通り取扱うこと｡



類｣

@ :｢事業終了予定年月

日｣(OCR)

@ ･｢変更後の元請労働

保険番号｣

ア､@欄について基幹番号が8で始ま

る場合

単独有期事業であるので受理しな

い｡労働保険番号の記入がない場合

は事業主に確認し､それでも不明の

場合は返戻する｡

ィ､@欄に記入がある場合

単独有期事業であるので受け付け

ず､直接労働基準監督署に提出する

よう指導するものとするO

ウ､@欄において事業の種類を変更し

ている場合

センターで受け付けたとしても管

轄の労働基準監督署又は公共職業安

定所から問い合わせ等が必ずあるこ

とを説明した上で受け付ける｡

工､塵@欄に記入がある場合

単独有期事業であるので受け付け

ず､直接労働基準監督署に提出する

よう指導するものとする｡

(2) (略)

4-10 (略)

【付属資料】 (略)

類｣

@ :｢事業終了予定年月

日｣(OCR)

@ :｢変更後の元請労働

保険番号｣

ア､㊨ 関について基幹番号が8で始ま

る場合

単独有期事業であるので受理しな

いo労働保険番号の記入がない場合

は事業主に確認 し､それでも不明の

場合は返戻する｡

ィ､@欄に記入がある場合

単独有期事業であるので受け付け

ず､直接労働基準監督署に提出する

よう指導するものとする｡

ウ､@欄において事業の種類を変更し

ている場合

センターで受け付けたとしても管

轄の労働基準監督署又は公共職業安

定所から問い合わせ等が必ずあるこ

とを説明した上で受け付ける｡

工､重く卸間に記入がある場合

単独有期事業であるので受け付け

ず､直接労働基準監督署に提出する

よう指導するものとする｡

(2) (略)

4-10 (略)

【付属資料】 (略)



偵IJ 添)

社会保険.労働保険徴収事務センター事務取扱要額
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社会保 険 .労働保 険徴収事務セ ンター事務 取政要衝

第 1 日的

この要額は､社会保険 ･労働保険徴収事務センター 似 下 ｢センター｣という｡)におい

て実施する事務の基本的な取扱いを定め､もって当該事務の円滑な実施を図ることを目的と

するものであるo

なお､この要領に定める取扱いのほか､地方社会保険事務局と都道府県労働局は､社会保

険と労働保険の徴収事務の一元化が円滑かつ着実にその成果が上げられるよう連携し､都道

府県の実情に応 じた事務処理の効率化に努めるものとする｡

第2 社会保険と労働保険に関する届出の受付

1 対象となる届出手続等

(1)対象届出手続

センターとして受付を行う届出は次のとおりとする｡

ア 健康保険/厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎届 く以下｢算定基礎胤 という｡)

イ 労働保険概算･確定保険料申告書/一般拠出金申告書 (年度更新に係るものに限る｡

以下 ｢年貢申告書JというC)

り 労働保険保険関係成立届 (継続)

エ 雇用保険適用事業所設置届

オ 健康保険 ･厚生年金保険新規適用届

力 労働保険名称､所在地等変更届

車 雇用保険事兼主事業所各種変更届

ク 健康保険 ･厚生年金保険適用事業所所在地変更 (訂正)局 (管轄内 ･管轄外)

ケ 労働保険代理人選任 ･解任届

コ 労働者災害補償保険代理人選任 ･解任届

サ 雇用保険被保険者関係届出事務等代理人選任 ･解任届

シ̀ 健康保険 ･厚生年金保険事業主代理人選任 (変更)･解任届

ス 健康保険 ･厚生年金保険事業所関係変更 (訂正)屈

せ 雇用保険被保険者氏名変更届

ソ 健康保険 ･厚生年金保険被保険者氏名変更 (訂正)局

夕 雇用保険被保険者資格取得届

チ 雇用保険被保険者転勤届

ツ 健康保険 ･厚生年金保険被保険者資格取得届

テ 雇用保険披保険資格喪失届

卜 健康保険 ･厚生年金保険被保険者資格喪失届

ナ 雇用保険適用事業所廃止届

二 健康保険 ･厚生年金保険適用事業所全喪届

ート



(21対象事業場の範囲

イの年更申告書及びその他の労働保険に関する届出については､労働保険事務祖合に

労働保険事務を委託していない事襲場 (以下 ｢個別加入事業場｣という｡)のうち単独

有期事業を除いたもの､及び労働保険のみの適用事業所に係る届出を除いたものを対象

とする｡

2 実施内容

センターにおいては､届出の受付事務 (届出の記載不備を点検し届出を受理する事務を

いうC)を行うO受理した届出の内容に基づいて所要の確囲 ･補正を行う審査事務など､

届出を受理した後に行われる事黍は､算定基礎届及びその他の社会保険に関する届出につ

いては社会保険事務所 (地方社会保険事務局社会保険事務室を含む｡以下同じO)が､年

更申告書については都道府県労働局及び労働基準監督署 くく21及び算 3において r労働局等｣

という｡)が､その他の労働保険に関する届出のうち､労働保険の適用に頗る届也 (雇用

保険法上の手続に係る届出を除いたものをいう｡(3)において同じo)については労働基準

監督署が､雇用保険法上の手続に係る届出については公共職業安定所がそれぞれ行うもの

とする｡

なお､当該受付事務の実施に当たっては､次に掲げる事項について留意するものとするo

t1) 算定基礎届関係

ア 集合受付の開催などに関する事業所に称する嚢内はセンター名により行 うものと

する｡ただし､内容に関する問い合わせ先は､社会保険事務所の算定基礎屈港当部署

とする｡

イ 事業所に対する案内以外の具体的な算定基礎屈の集合受付や個別受付等の事務処

･ 理については､地力社会保険事務局及び社会保険事務所の定めるところにより､社会

保険事務所が行 うものとする｡

(21年貢申告書関係

ア 集合受付の開催などに関する事業場に対する案内はセンタ一名 (この場･合､社会保

険事務所の名称を冠せず ｢社会保険 ･労働保険徴収事務センター｣とするb)により

行 うものとする｡ただし,内容に関する問い合わせ先は､労働局等の年度更新担当部

署とする｡

イ 事業場に対する案内以外の具体的な年更申告書の集合受付や個別受付等の事務処

理については､労働局等の定めるところにより､労働局等が行うものとする｡したが

って､集合受付の会場がセンター (社会保険事務所)の場合であっても､労働局等の

職員が出向いて対応するものとする｡

り 年更申告書がセンター (社会保険事務所)に個別に提出された場合は､社会保険事

務所の保倹料徴収担当部署において簡易な点検を行った上で受理し､余白に受付日付

印を押印するとともに受付処理摩 (参考様式 1)に記載の上､回付表 (参考様式2)

を添えて都道府県労働局の年度更新担当部署あて申告書を回送するものとするo

なお､この場合の点検すべき箇所は､毎年度､年度更新業務開始前にあらかじめ協

議しておくものとする｡また､年貢申告書の提出と同時に行うこととなる労働保険料
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の領収については､第5の4の取敬いによるものとする｡

(3)その他の社会保険に関する届出関係

社会保険に関する届出の事務処盤については､地方社会保険事務局及び社会保険事

務所の定めるところにより､社会像険事務所が行うものとする0

(4)その他の労廟保険に関する届出関係

ア (2)以外の労働保険に関する届出がセンターに提出された場合には､社会保険事務

所の適用担当部署において､別添 ｢センターにおける労働保険関係受付事務取扱要領｣

に基づき､簡易な点検 (記載事項及び添付書類に漏れがないか)を行った上で受理し､

余白に受付日付印を押印するとともに受付処理醇 く参考様式 1-2)に記載の上､回

付票 (参考模式2-2)を添えて､原則として､労働保険の適用に係る届書について

は事業所を管轄する労働基準監督署あて､雇用保険抜上の手続に係る届出については

管轄公共職業安定所あて､届出を回送するものとする｡また､事業主に柱､受付葉 く参

考様式2-3)を交付するものとする｡

イ 社会保険と労働保険の申請契機が同一の届出に係る届出内容の確静のために事業

主から求める添付書叛 く臨人筆記簿謄本､不動産賃貸奥約番の写し等)のうち社会像

険と労働保険において共通する書類については､事業主からの添付については､一部

だけ提出させるものとし､必要な部数についてはセンターにおいて写しを取り､社会

保険の届出に添付するものとする｡

ウ 受理にあたり､事業主に対して届出内容の審査は管轄労働基準監督署又は管轄公共

職業安定所に回送の上で行うため期間を要すること､及び届出内容の審査のため管亜

労働基準監督署又は管轄公共職業安定所より問い合わせ等がありうることを説明す

ることとし､早急に処理をする必要がある届出'については､直接､管轄労働基準監督

署又は管轄公共職業安定所-の届出を事業主等に促すものとするB

エ 回送を受けた管轄労働基準監督署又は管帝公共職業安定所においては､必要に応じ

他の労働官署とも連携し､届出内容の審査等を行うものとする｡

第3 事業所説明会

事業所説明会は､次のとおり行 うものとするBただし､これにより難い場合は､都道府県

の実情に応じた手順により適宜実施 して差し支えないものとする｡

1 対象説明会

センターとして行う事業所説明会は､第2の1､の (1)に掲げる年貢申告書に関する説

明 (個別加入事業場 (単独有期事業を除く｡)に係るものに限る｡)及び算定基礎届に関す

る説明を行 うものとする｡

2 実施内容

(lj会場及び日時の欽定

事業所説明会の実施にあたっては､説明会の会場については労働局等が選定を行い､

開催 日時については地方社会保険事務局と調整を行い決定するものとする｡

(2) 事業所に対する案内
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事業所に対する案内性センタ一名 (この場合､社会保険事務所の名称を冠せず ｢社

会保険･労働保険徴収事務センター｣とする｡)により行うものとし､内容に関する問

い合わせ先は､年更申告書に関しては労働局等の年度更新担当部署､算定基礎届に関

しては社会保険事務所の算定基礎届担当部署とする｡また､事業場等-の案内につい

ては､年度更新手続の案内によるほか､社会保険にあっては保険料納入通知書の発送

時に案内を送付するなど､効率的な方法により実施するものとする｡

(3) 説明会当日の対応

説明会当日の年更申告書の説明等については､労働局等の定めるところにより労働

局等が行い､算定基礎届の説明等については､地方社会保険事務局又は社会保険事務

所が行うものとする｡

(4)その他

説明会に関する具体的な運営については､労働局等の定めるところにより､地方社

会保険事務局又は社会保険事務所の職員が労働局等の職員と連携を図り行うものとす

る.

-41 叫 叶臥祁 は り叫 射 強



第6 個人情報の取敬いについて

センターにおいて実施する事務に関する個人情報の取り扱いについて桂､｢厚生労働省

保有個人情報管理規程｣(平成 17年 3月 23日厚生労働省訓令第 3号)及び ｢社会保険

庁保有個人情報管理規軌 (平成 17年 3月28日社会保険庁訓令第4号)の取扱いによ

り慎重に期すこ と｡
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(別表)

現金額収証書 (領収済報告書)に使用される記入項目及びコー ド

項昏 項 目 桁数 コード

種 別 5 収納関係データ入力帳票を示九

1 労 備 保 坂 番 号 14 府県､所隼.管酵【l)､基幹番号及び横番号を記入する,

① □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ - □ □ □

⑳ 憶 等鰹 LL蒜 温 署 置

◎ 基幹番号.枝番号は右詰めとしスペースを認める.

F & 幹 半 音 L 立番弁口口□□口Ⅲ-ロ□□】

覇 又は 冠
2 会 計 年 度 3

を記入する.

打-E]E]--E]-□E] としても可

3. 故 定 年 度 3
.-撒走年度が当年度のときはスペースでもよい.

(徴定区分80(保険料算定期間が昭和S6年度以前の組替えされた徴収決定軒

『E]E]--鰐口回 としても可

4 収 納 区' 分 2 久へ■一久212223之431幻_SlS2598162636680

概算保険料等全期又は1細分として納付された鐘合

概算保険料 等字期分として納付された場合

概算保険澱 等4■期分として納付された猿合 (有期)

当年度に事業溌止した事業の確定保険特等 として納付された湊合
保険料等算定期間が前年度の確定保険料等として納付された蓉含
保険料等算定期間が前々年度の確定保険科等として釣付された張合-
廉越 .盈菅保険料に対し徴収決走された楚貯金として納付された場合
有期メリット制適用による改連確定保険料追徴額として訊付された場令
保険料算定期間が昭和55年度以前の姐替債権に対する保険料等として納付さ

-F l か



項番 項 甘 席数 ロー-ド

S 収 納 年 月 日 7 収納した年月日を記入する8

する.

_ 収納平月BELE]ELm-即
帆 . ↓

､E]-□回一口回一口口 としても可

6 欝 決 区 分 1 1357

れた身合
保険料申告育未達tBのものについて労働保険の保険料の徴収等にBgする粒径 (昭

和44年法律第84号)弄21粂第1項ただし署を適用して認定鼓定された保険料として
肋付された堤骨.
保険料申告書の達也があったものについて労働操険の倶険舟の徴収尊に関する鼓

律第21粂第1項ただし事を適用して酪定決定された保険料として納付きれた装合

7 軟 毛 1 ス∧l｢ス5 通常の収納の歩合徴収敗走前の延滞金の収納に対して､自動的に徴収決定を行う場合

6早g 勘定が異なる呼人を放り救う歩合

8 保 険 料 ll
納付額の頭に必ず ｢¥lを官己入する.

(例)
十 健 千 百 十 万 千 百 十 円

口口□口□E]DEE]日日
令 追 徴 金 ll 現金防収証書 伸 収済報告書)にt.り取り救う追徴金の金銀

納付頓の革に必ず r¥｣を取入する.

(例)
十 億 千 首 十 万 千 首 十 円

.□□□□□回E拒]E]E]E]
lO" 塵 貯 金 ll 現金餅収EiE春 (領収済報告事)により放り吸う延滞金の金額

納付額の頭に必ず rYJを忠人する9

(例)

□口ロロ□回珊E]E]回.

-3ト
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･･'t､ ･｢

労 イ助 保 険 概 ∃定 一確 泰 イ島 陰 料 申 巷 等 変 イ寸 処 理 簿

受付番号 受付年月日 労 働 操 険 番 号 甘 辛 書 草 葉 主 回送年月日 備 考午 月 日 府 県 節 基 幹 番 号 凍 手 早 , 所 在 地 名 称 住 所 名 称 午 月 月



′{＼

(参考様式 1-2) 受 イ寸 処 理 簿

-＼

受付番号 受 付年月 日 受付区分 届書種類 事 業 場 回 送年月日 回. 迷 先 備 考労働保険番号 (※) 名 称

12 監督署安定所

12 監督署安定所

12 監督署安定所

12 監督署安定所

12 監督署.安定所

12 監督署安定所

12 - 監督署安定所

(特記事項)
l..受付区分は､当該届書を来所により受け付けた鎗合は [1Jを､郵送により受け付けた坊合は ｢2｣をそれぞれ rO｣で閏むこと｡

2.届審種類は､受け付けた届等ごとに務当する数字を記入すること｡

｢1｣ - ･労嘩保険保険関係成立届 く継続) r7J 日 雇用保険被保険者関係届出事務等代理人速任 ･解任局
｢2｣ ･･･雇用保険適用事業所設置届 ｢8J - ･雇用保険被保険者氏名変更届

raJ ･.･労働保険名称､所在地奪変更届 ｢91 ･.･雇用保険被保険者資格取得届

｢4J- ･雇用保険事業主寄集所各種変更届 TIOJ- ･雇用保険被保険者転勤届

｢5J - ･労働保険代理人選任 ･解任届 rllJ - ･雇用保険被保険者資格喪失屈

r6J A･･労働災害補償傑倹代理人選任 .解任届 rl之｣ - ･雇用保険適用事業所廃止届

3.備考欄には､届出された届着の件数が2件以上の藤倉その件数を記鎗する.
(同一事巣立より複数の被保険者[=係る届番を受け付けた壌合､件数を記載する｡)

また､申告春受理時に草葉主導より醸認した事項等があれば.蘇我する｡

耗 労働倶険番号の記載がない届出については､事菓所番号を記載するo

r21｣ - ･労働保険概容保険料申告書
｢22｣ ･･労働保険確定保険料申告書



(参考様式2)

○○労働局労働保険徴収課 (塞) 御中

事 務 連 藤

平成 年 月 日

00社会保険 ･労働保険徴収事務センター

労働保険概算 ･確定保険料申告書の回送について

当センターにおいて受理した標記について､次のとおり回送します｡

(事 業 名)外 ○○ 件 ( 月 日～ 月 日分)
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(参考様式2- 2)

0000 労働基準監督署

0000 公共職業安定所 御中

○'000 労働局労働保険徴収課

事 務 連 絡

平成 年 月 日

00社会保険 ･労働保険徴収事務センター

届 書 の 回 送 に つ い ､て

標記について､事業主から貴所管の別班の届書の提出がありましたので回送

いたします｡

担当者 :00社会保険事務所 0000
電 話 :000-000-0000

- 狗 -



(別紙)

(事 業 名)外 00 件 ( 月 日分)

回送対象届書

該当 届書の種顔 件数 受付 日 回遠先 備考

労働保険保険関係成立届 監督署安定所

雇用保険適用事業所設置届 安定所

労働保険名称,所在地等変更 監督署

届 安定所

雇用保険事業主事業所各種変更届 安定所

労働保険代理人選任 ,解任届 監督署安定所

労働者災害補償保険代理人選任 ◆.解任届 監督署

雇用保険被保険者関係届出事務等代理人選任 .解任届 安定所

雇用保険被保険者氏名変更届 安定所

雇用保険被保険者資格取得届 安定所

雇用保険被保険者転勤屠 安定所

雇用保険被保険資格喪失屈 安定所

雇用保険適用事業所廃止届 安定所

労働保険概算保険料申告書 監督署労働局

労働保険確定保険料申告書/ ■ 監督署

(記載事項)

: F髭 ]雛 琵こ窟董詣 莞謂 墓室詣 鉱 毒嘉 受理時に確凱 た事項等があれば記

･散 髪 警富を鞄 謂 算琵 要職 章菅野 肇警漂潤

(注意事項)

･受付処理簿 (参考様式1-2)のコピーを適宜加工したものをもって､この様式の代わり

としても差し支えない｡
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(参考様式 2- 3)

平成 年 月 日

事 業 主 殿

○○社会保険 ･労働保険徴収事務センター

セ ン タ ー 受 付 票

本 日､下記の労働保険関係の届出を受理 しました｡

センターで受理した労働保険関係の届書については､管轄の労働基準監督署

又は公共織業安定所に回送の上で内容審査等を行うため､後 日､労働基準監督

署又は公共職業安定所より連絡又は呼出し等を行 う場合がありますので､あら

かじめ御了承願います｡

書己

受付 届書の種類 件数 回遠先

労働保険保険関係成立届 監督署安定所

雇用保険適用事業所設置届 J 安定所

労働保険名称､所在地等変更届 監督署安定所

雇用保険事業主事業所各種変更届 安定所

芳一働保険代理人選任 .解任届 監督署安定所

労働者災害補償保険代理人選任 .解任届 監督署

雇用保険被保険者関係届出事務t等代理人選任 .解任届 安定所

雇用保険被保険者氏名変更届 安定所

雇用保険被保険者資格取得届' 安定所-

雇用保険被保険者転勤届 安定所

雇用保険被保険資格喪失屈 安定所

雇点保険適用事業所廃止届 安定所

労働保険概算保険料申告書 監督署労働局

労億備 険確定保険料申告書/一般 監督署
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(参考様式3)

○○社会保険 .労働保険徴収事務セ ンタ-

平成〇〇年度 セ ン タ ー 調 査 対 象 事 業 場 名 簿

[調査予定時期 :平成00年〇〇月】
こ地域 : ]

(算調対象 平成00年度 概算) 平成00年〇〇月00日 . ～,

労 働 保 険 1番 号 事 業 住 所 事 業 名 称 業 種 労 働 者 赦 労 災 保 険.料 輯 共同実施の可否雇 用 保 険 料 額
事 業 電話 番 号 一事集主電筒番号 産 業 分 類1娘保険音数 計

-l

l

1

l ～



(参考様式4)

事 業 主 殿

平成 年 月 日

00社会保険 ･労働保険徴収事務センター

社会保険及び労働保険に関する調査の実施について

謹啓 ますますご清栄のこととお慶び申し上げます｡

日頃より社会保険及び労働保険の事業運営につきまして､格段のご協力を賜り厚くお礼

申し上げます｡

さて､この度当センターにおきまして､貴事業所の従業員の健康保険 ･厚生年金保険被

保険者資格等についての調査及び労働保険料算定基礎調査を下記のとおり実施しますので

通知します｡

なお､調査当日は､本通知をご持参いただくとともに事業主又は代理人の方の立会いを

お願いします｡

記

1.日 時 平成 年 月 日 午前 ･午後 時′ 分

2.調査会場 名 称 (所 在 地)

3.調査対象事業所

(1)事業所名称 名 称

〔事業所整理記号 (社保):労働保険番号 (労保)〕

(2)事菓所所在地 所 在 地

4.当日ご用意いただくもの

･会社経歴書､案内書､事業場組澱表､定款

･就業規則､労働協約､給与規程

･総勘定元帳､補助簿､現金出納簿､入出金伝票
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･損益計算書､貸借対照表

･労働者名薄､雇用葵約書

･賃金台帳､賃金計算書､貸金支給明細書

･出勤簿､タイムカー ド

･源泉徴収簿､渡泉所得税納付書

･■健康保険､厚生年金保険及び雇用保険関係書類

･社印､代表者印

5.調査を行う泡当者

○○労働局労働保険00課 (室)

(00社会保険事務所)

氏 名

00労働基準監督署 氏 名

(00社会保険事務所)

(席会先)

00労働局労働保険00課 (塞)

00労働基準監督署

氏 名

住所 〒

電話

二m -
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(参考様式 5)

Si■iB

収 入 官 吏 尊 命 免 簿

年 月 日 官 名 氏 名 命 免 事 項 収入 官 吏等証 票 番 号 証票の交付又は返納年月日 備 考

⑳

◎

⑳

◎

㊨

㊨



(参考様式 6)

/一■ヽ

【麹 町 社会保険 .労伽保険徴収串溝センター 】

乗 合 対 象 滞 納 事 業 一 覧 表
〔地 蟻 ..千十もEB区 〕

労伽珊灰慈母 trL) F貰諾 F̀監 牡定鰍 PI Z科l月+ ..ト. 収納払方 収納虫群が 備 考irLt- __- ___ _L 豊 ⊥ 冨芸 指定舶畑

ODO250 000 01 コケイ 株式会社宰和せ 〒 l… 01 千代田区大手町J-1r LユクワtTル 川⊥7 2Ⅰ lll7.5.20 11 SOD.000 120.00D 380.000 ill17 Ht7.6.加

POO2JE2. DDD 発向畑設株式会社 大手町1p-9-3 ーrLG 21 flL6.5.20 Lm.OQD L(札t)00 20.008 鵜i由
H16 ll16.6.20 l

DDCl241000 Dl70/I 興和土木解式会社 大串町1-22-3飯山t{ル5階 H17 21 K17.5.2q 1 名00.000 JlOO.000 4OD.Ol】q @HlT tl17.8.20

～

ち
-IP TW

(酎 雨保険で一元的に滞納乾理する事米所 (典適材紳事兼併)の現今､社会保俵の革架所豊査Sa号を記載 し.共通の文字をOで因む｡



(参考様式 7)

0000株式会社事葉主 殿

[芸器 誓 豊富 3g-iom0-0.∞ m ] ｡｡ 社 会保険事務

R

t

月

L

年

印

-
･･-
-

長
-

所

I

O O t労 働 局 長 印F

]
l

(00社会保険 ･労働保険徴収事務センター)

来 所 通 知 書

貴事業所におかれては督促しているにもかかわらず､未だに保険料等が未納となっております｡

つきましては､これを整理するため､下記の日時にこの通知書､小切手帳､印鑑､売掛台帳等を

持参の上､担当官と面接されるよう通知します｡

なお､措定日時に来所されない場合には､納入についての誠意がないものと認め､財産の差押え

を執行します (指定目時に来所できないとき又は指定日時前に滞納金額を納入されたときは､その

旨をお手数でも担当官まで御連絡陳います｡).,

記

1 日 時 平成 年 月 日 午前 ･午後 時 分

2 場 所 00社会保険事務所 (00社会保険 ･労働保険徴収事務センター)

00市00町OT目0-0
3 滞納金額

社 健 康 保 険 料 年 月 ～ 年 月分 円

保険 厚 生 年 金 保 険 料 年 月 ～ 年 月分 円

辛* 舟 童 手 当 拠 出 金 . 年 月 ～ 年 月分 円

所@ 延 線 金. 年 月. - 年 ~月分 円

分 A 計 円

労 保 険 料 年度 概算 .確定 ～ . 年度 概算 .確定 円

働局 追 徴 金 年度 .～ 年度 円

節管 延 滞一 .金 年度 ～ 年度 円

【連絡先〕00社 会 像 険 事 務 所 徴 収 課 ℡ ( )
又Iま

00社会保険.労働保険徴収事務センタ一 合 ( )

担当官 .氏 名

労 既に納入済みの象合は､行き違いが生じることもありますので御了泉下さし㌧
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(参考様式8)

平成 年 月

0000株式会社 事菓 主 穀

[書芸慧 諾 芸 ㌫ -0000-00｡｡-o] ｡｡社会保鵬 所寒 印

0 0 労 働 局 長

印
(00社会保険 ･労働保険徴収寄鼓センタ-)

差 押 予 告 通 知 書

貴事業所は再三の納入催促にもかかわらず､保険料等が滞納となっており､このまま放置でき

ませんO

つきまして姓､下記の日時に来所の上､滞納金額を完済されるよう通知します｡

なお､措定日時に来所されない場合には､納入について誠意がないものと認め､財産の差押え

を執行します (指定日時前に滞納金額を納入されたときは､その旨をお手数でも担当官まで御連

絡騎いますO連絡がない場合は､滞納処分を執行することになりますので御注意下さい｡)｡

記

1 日 時 平戚 年 月 日 午前 ･午後 時 分

2 場 所 00社会保険事務所 (00社会保険 ･労働保険徴収事務センター)

00市00町OT目0-0
3 滞納金額

社 睡 康 保 険 料 年 月 - 年 月分 円

保険 厚,生 年 金 保 険 料 年 月 - 年 月分 円

辛演 児 童 手 当 拠 出 金 年 月 ｢ 年 月分 円

所節 延 貯 金 年 月 - 年 月分 円

管分 A 計 円

労 保 険 料 年度 概算 .確定 - 年度 概算 .確定 円

働局 追 放 金 年度 - 年度 円

所管 延 滞 金 年度 - 年度 円

t連絡先〕0 0 社 会 保 険 事 務 所 徴 収 諌 ℡ ( )
●又は

00社会保険.労働保険徴収事者センター ℡ ( )

担当官 氏 名

況 既に納入済みの纂合は.行き違いが生じることもありますので御了承下さい>
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(参考様式9)

未納保険料等の債務承認及び納入誓約書

＼ 社 会 保 険 事 務 所 所 管分 (〇〇一〇〇〇) 労働局所管分 (○○-0-00--〇〇〇〇〇〇)

栄納倶 健 康 自 年 月分 保 険 料 自 年度 概算 一確定

保 険 料 隻 年 月分 重 年度 概算 .榛東

厚生年金 自 年 月分 追 徴 金 百 年度
保 険 料 至 年 月分 至 年度

児童手当 自 年 月分 延 滞 金 百 年度

険料響 拠 出 金 室 年 月分 室 年度

延 滞 金 自 年 月分､ 至 年 月分

A 計 合 計

柄入計 i画 納入予定年 月 日 納入予定敏 凍 備 考 納入予定年 月 .日 納入予定額 残 額 備 考

i

i

i

上記の未納保険料等は､当方に納入すべき義務がある債務であることを承認するとともに､こ

れらの納入については､納入計画のとおり誠意をもって履行することを約束します｡

なお､不履行の際は､財産の差押え等の辞納処分を執行されても異論ありません｡

平成 年 月 日
(事 業 所所 在 地) 〒000-0000

00市 00町 〇一〇一〇

(寄 集 所 名 称1 株 式 会 社 0000

(事 業 主 氏 名) 00 00 ㊥

(電 話 番 号) ( )

00社会保 険事務所長 殿

o O 労 働 局 長 殿
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滞 納 追 撃 薄 く共 通 滞 納 事 業 所 用 )
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(参考様式11)

現 金 額 収 証 書

納 付 受 託 証 書
亡 失 報 告 書

氏 名 ㊨昭.平 年 月 日生 (満 歳) 収 入 官 吏の 趣 致 年 月

交 付 日 平 成 年 月 日 亡 失 日 平 成 年 . 月 日

亡失の事由(詳 細 )

勤務状況等光

備 考

上記のとお り報告 します○

平成 年 .月 日

○○社会保険 .労働保険徴収事務センター

センター身 氏 名 ㊥

○ ○∴労 働 局 長 殿

備考

1 ※の欄 はセンター長が記入 し､その他 の欄は亡失者女人が記入すること｡

2 亡失者の始末書を添付すること｡
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(参考様式12)

現 金､･証 券 亡 失 報 告 書

氏 ㊨ 収入官吏の 平 成 年 月 日

名 癖 .平 年 月 Fl生 (満 歳 ) 任命年月 日

亡失金額等 .穫 梼 現金 .小切手 .約束手形 .そ の他 ( ) 金 額 円

記 号 番 号 支払人氏名

支 払 場 所 支払年 月 日 平 成 年 月 日

振 出 人 氏 名

綬 出 入住 所

亡失の釈況等 亡 失 日 時 平成 年 月 日 午前 .午後 時 分頃

亡 失 場 所

庶国 (詳細)

事 実 発 見の 動 機

事其発 見後の 処 置

平 素 の保 管 状 況

公訴が堤訴されている時はその進行状況
(平成 年 月 日漁訴)

備 考

上記のとお り報告 します.

平成 年 月 日

○○社会保険 .労働保 険徴収事務セ ンター

センター長 氏 名 ㊥

(備考)亡失着の始末書を添付すること｡
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(別添1)

センターにおける労働保険関係

受付事務取扱要領

平 成 1 8 年 9 月



Ⅰ.受付事務の概要

1.徴収事務センター受付の届書種類

平成18年10月より,事業主から提出された次の労働保険の届書について､新たに社会保険

･労働保険徴収事務センターでも受付を行う.なお､社会保険と労働保険の双方に適用があ
る事業所に係る届出が対象となるC

眉 書 名 事 由 届也期限 回 遠 先

労働保険保険関係成立届 適用事業を開始したときや､適用 10日以内 所在地管轄の労働基準盤

(継続) 事業に該当することとなったときJ 智者又は公共林業安定所(注)

雇用保険適用事業所設置届 適用事業となる事業所を設置した lO 所在地管轄の公共叔業安

ときや､新たに雇用保険に加入するとき 定所

労働保険名称､所在地等変更届 事業の名称 暮所在地等r=変更があ 10日以内 変更前の事兼の所在地を

つたとき 管轄する労柵基準等官署又は変更後の事業の所在地を管轄する公共職業安定所 は )

尾用保険事業主事集所各種 事集所の名称 .所在地等に変更が 10日以内 変更後の事貴所の所在地

変更届 あったとき を管韓する公共職業安定節

労働保険代理人選任 .解任届 事業主が代理人を定めたり､解任 速やかに 所在地管轄の労働基準監

(様式は r労働者災害補償保険代理人 したとき 官署又は公共職業安定所

選任 ,解任届J及び r雇用保険被保険者関係届出事務等代理人選任 .解任届｣に同.じ) (注)

労働者災害補償保険代理人 事業主が代理人を定めたり､解任 速やかに 所在地管轄の労働基準監

選任 .解任届(様式は r労働保険代理人選任 .解任届J及び ｢雇用保験被保険者関係届出事務等代理人選任 .解任届｣に同じ) したとき 官署

雇用保険被保険者関係届出 草葉主が代理人を定めたり､解任 速やかに 所在地管轄のせ共職業安

事務等代窄人選任 .解任届(様式は ｢労働保険代理人選任 .解任届J及び ｢労働者災曹補償保険代理人選任 .解任届｣に同じ) したとき . 定所

雇用保険被保険者氏名変更届 被保険者の氏名が変わったとき 速やかに 所在地管轄の公共職業安定所

雇用保険被保険者資格取得届 被保険者となるべき労働者を雇用 雇用 した 所在地管轄の公共徴集安

したとき 月の男月10日まで 定所

雇用保険被保険者転勤届 被保険者に転勤があったとき 10日以内 転勤後の事務所所在地管轄の公共職業安定所

雇用保険被保険者資格喪失届 被保険者が離職､死亡等の理由で 10日以内 所在地管藤の公共聴衆安

(溢職宗の交付を必要としない 場合に限る8) 被保険者でなくなったとき 定所
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(注)労働保険の事務の所轄について

労働保険保険関係成立唇 (継続)､労働保険名称､所在地等変更届及び労働保険代理人

選任 r解任届の受理窓口は､次のとおりであるのが原則であり､これに沿ってE]送を行う

必要がある｡

保 険関係 の成立状 況 労災のみ成立 雨保険とも成立- 雇用のみ成立
労 災 雇 用

一 元 適 用 事 業 労働基準監督署 公共職業安定所

※労働保険代理人選任 ･解任届,労働者災害補償保虜代理人選任 ･解任届.雇用保険被保倹

著聞係届出事務等代理人選任 ･解任届については､それぞれの様式ごとに管類労働官署に回

送すること｡

2.届書の受付処理

(1)センターにおける処理

センタ-受付対象の届出の受付処理L=ついては､r社会保険 ･労働保険徴収事務センター

事務取扱要領 (以下 ｢センター要領｣という｡)｣のほか､以下の取扱いとする｡

① センター受付対象の届書が提出され､届書の記載事項及び添付書類を点検した結果､記

載もれ､記載誤り又は添付書類の欠落等があるときは､次のとおりとする｡

1) 来所による受付

届出者に訂正させることができるときはその場で訂正させるものとし､訂正させるこ

とが因数なときは返戻し､直接労働官署に提出するよう指導するものとする｡また､労

働保険番号又は雇用保険適用事業所番号を記入すべき場合で､その記入がないときも返

戻対象とする｡

添付書類 (Ⅱにおいて例示 しているが､あらかじめ連絡協議会で定めておくこと)を

欠く場合についても､返戻し､用意した上で労働官署-直接提出するよう指導するもの

とするが､それでも事業主がセンター受付を希望した場合には､受理した上で労働官署

に回送する｡

2) 郵送による受付

郵送により受付けた届書であるときは､｢00部分に記載不備あり (郵送)J等と記

入した付蓋を貼付するものとし､補正処理は行わない｡

なお､この場合センター受付印を押印せずに管轄の労働官署に回送する｡

くさ 来所による受付の場合､センターから回送を受けた労働官署が事業所の担当者に連絡

をとれるよう､連絡先を確認し､届書に記載された内容と異なる場合は､余白に記入す

る｡また､提出期限を徒過して提出された届書については､提出期限を超えていること

を事業主に告げた上で直接､労働官署に提出するよう指導するものとするが,それでも

事業主がセンタ-受付を希望した場合には､受理した上で労働官署に回送する.ただし､

この場合でも大幅に提出期限を徒過しているときは受理せず､直接､労働官署へ提出す

るよう指導する.

③ ｢センター要領j第2の2の(4)のりのとおり､窓口での受理にあたり､事業主に対し

て届出内容の審査は管轄労働基準監督署又は管轄公共職業安定所に回送の上で行うため
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期間を要すること､及び届出内容の審査のため管轄労働基準監督署又は管鱒公共職業安

定所より届出内容に係る問い合わせ､必要書類の提出依頼等がありうることを十分に説

明することとし.上記②のように早急に処理をする必要がある届出については直接管轄

の労働官署に提出することを促すものとする｡

なお､センターへの届出後､労働官署からの問い合わせ等がありうることについて事

業主が理解を示さない場合については､直接労働官署へ提出するよう指導すること｡

④ 受理した場合は.余白に受付EH寸印を押印するとともに､受付処理簿 (参考様式1-2)

に受付年月EL 受付区分､届書種類及び事業所名等を記入 し､事業主へはセンター受付

票 (参考様式2-3)を交付する｡

⑤ 労働保険と社会保険の両方に係る層出を受理した場合における添付書矧 こついては､回

送のために必要な部数の写 しをとり､労働保険関係の届書 (複数の場合はそのいずれか)

に原本を､社会保険の届書r=写しを添付するC

⑥ 受付処理簿に回送年月日及び回送先機関名を記入し､回送文書 (参考横式2-2)を添

えて管轄機関へ回送する (回送にあたっては､労働保険番号の所掌欄及び管車欄､雇用保

険事業所番号の安定所番号欄の他､｢社会保険事務所､労働基準監督署､公共職業安定所

の所在地及び管轄地域｣等を参考にする)｡なお､回送は､原則受付けた都度行うものと

するほか､次に掲げる場合には､回送後に労働官署が相互に連絡を取り届書の処理を行う

こととなるため､以下の点に留意して行うものとするo

1) 労働保険保険関係成立届 (継続)(以下 ｢成立届｣という｡)と雇用保険適用事業所

設置届 (以下 r設置届｣という｡)が同時に提出された場合

成立届及び設置届を管轄労働基準監督署に回送する｡

2) 成立眉 ･設置届と労働保険概算保険料申告書が同時に提出された場合

センター受付の対象となっていない労働保険概算保険料申告書が､成立届 ･設置届と

同時に提出されることがあるが､この場合は､事業主への便宜として､例外として労働

保険概算保険料申告書も受付け､管轄労働基準監督署 (所掌3に係るものについては､

都道府県労働局の労働保険撤収課 (塞))に回送する｡

3) 雇用保険適用事業所廃止届と労働保険確定保険料申告書/一般拠出金申告書 (労働保

険制還付請求書を含む｡)が同時に捷出された場合

2)と同様に例外として受け付け､廃止届は管轄の公共職業安定所に､確定保険料申告

書は､廃止届の写しを添付の上､管轄労働基準監督署 (所掌3に係るものについては､

都道府県労働局の労働保険徴収課 (塞))に回送する｡

⑦ 管轄機関へは回送手続が済んだ後､速やかにその旨を連絡する｡

⑧ なお､上記のほか､受付対象外の届書が提出された琴合は返戻する｡
(2)労働官署における処理

① 労働官署においては､回送された届書について内容審萱を行う｡

② 内容審査の結果､問題がない場合には受理印を押印 (センター受理日の日付とする)

の上､事業主に事業主控を郵送する｡

③ 届書の内容審査の結果疑義がある場合には､他の労働官署のほか､事業主に確認を行

い補正 した上で②の処理を行う｡

④ センターより同一事業に係る成立届と設置届が同時に回送されてきた複合等の取扱い

は以下のとおり

1) 成立届と設置届が成立届の管轄労働基準監督署に回送されてきた場合

回送を受けた労働基準監督署においては､成立届の内容等童を行った上で労働保険番

号を振り出し受理印を押印 (センター受理日の日付とする)し､その成立届の写しと設

置届を管轄の公共職業安定所に回送する｡回送後は､当該所に対して速やかにその旨の

連絡を行う｡回送を受けた公共職業安定所においては､成立嵐の写しに記載された労働

保険番号を設置届に転記し､受理印を押印 (センター受理日の日付とする)する｡

なお､労働基準監督署からの回送を待つ間､公共職業安定所における設置届の処理が
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中断することを念頭に置き､労働基準監督署においては､公共職業安定所への回送が速

やかに行われるよう､留意する｡

2) 成立届 ･設置届と労働保険概算保険料申告書が成立届の管轄労働基準監督署に回送

されてきた場合

回送を受けた労働基準監督署においては､上記1)の処理を行うほか､労働保険概算保

険料申告書の内容審査を行った上で受理印を押印(センター受理日の日付とする)する｡

3) 労働保険確定保険料申告書/一般拠出金申告書が廃止届の写しと当該事業所轄の労

働基準監督署に回送されてきた場合

回送を受けた労働基準監督署においては､確定保険料申告書/一般拠出金申告書の内

容零萱を行った上で受理印を押印 (センター受理日の巳付とする)するQ

(3)その他

届苛の回送等の処理に当たっては､事業主名､労働者名等の個人情報を頼うこととなる

ため､その取扱いには慎星を期すこと｡

① 社会保険及び労働保険

の適用事業所の所在地 .

名称の変更届の提出

②③提出された届書を一括

して受付し､他所掌分の

凝易な点検及び自所掌分

の処理

@ センター受付票を事業

主へ交付

他所掌分の回送

⑤ 回送された届書の受付

･処理

⑥ 処理結果の事業主への

通知等の送付

3.特殊な取扱い

(1)センターにおける届書の受付対象となる事業は,労働保険事務組合に労働保険事務を委

託していない事業場のうち､単独有期草葉を除いたものである｡

また､社会保険と労働保険は適用事業の範囲が異なっており､注意が必要｡労働保険の

みの適用事業所であると判断できる場合には､届出を受け付けず､直接労働基準監督署又

は公共職業安定所に提出するよう促すものとする｡
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〔参考 :社会保険と労働保険の適用事業の範囲(イメージ国)〕

一銭美員 (労働者)5人以上→ ; ー従業員 (労働者)5人未満- ;

(2)事業主か ら社会保険と労働保険の届書が同時期に提出されなかった場合の取扱いについ

ては､社会保険の届書の提出を行っていない中で､労働保険関係の届書のみを提出した場

合.社会保険に提出すべき届書を提出するよう指導するものとする｡

事 業 主 徴収事務セン9'- (社 会 保 険事 務 所) 労 働 官 署

虫l提出 匝 森 高 這可竺 l★社会保険の届書未提臥 11 .社会保険の届書の提出指導 ●A:回送匝 働保険の届書 困 1

匝 働保険の届-社会保険の届書の作成el

･社会保険の届書 l受付∫届書の処理 届書の処理
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(3) 添付書類については､Ⅱにおいて例示 しているが､その具体的な取救いについては､

連絡協議会において調整の上､地域の実情に応じて定めておくものとするO

Ⅱ.労働保険の届書の処理

1.労働保険保険関係成立届 (継続)

(1)届書の記載事項及びセンターにおける点検事項等

点 検 内 容 等

① :｢事業主の住所又は
所在地､氏名又は名
称｣

② :r事業の所在地､名
称｣③:｢事業の概要｣

㊨:｢幸美の種類｣
㊨ :r保険開一係成立年月

日 (労災､雇用)｣
(∋ :｢雇用保険被保険者

数 (一般 ･短期､日
雇)｣

⑧ :r貸金総襖の見込嶺｣
⑰:｢事業所｣住所 (カ

ナ)く0CR)
⑱ :｢事業所｣住所 (漢

字)(OCR)
⑩ :｢事業所J名称 ･氏

名 くカナ)(0OR)
㊨ :｢事業所j 名称 t氏

名 (漢字)(OCR)
㊨ :｢保険関係成立年月

日又は任意加入認可
年月日｣(OCR)

⑳:｢常時使用労働者致｣
(OCR)

㊨ :｢雇用保険被保険者
数｣(OCR)

㊨ :｢免除対象高年齢労
働者数｣(OCR)

⑨ :r委託事務組合の所
在地､名称､代表者
氏名J

⑲ :r委託事務内容｣
⑬ :｢建設の事業の請負

金額｣
⑩ :｢立木の伐採の事業

の素材見込生産量｣
⑬ :｢発注者j
㊨:｢事務処理委託年月

日又は事業終了予定
年月日｣(OCR)

㊨:r加入済労働保険番
%J(OCR)

(1)必須項目への記入の有無の確経
①､②､③､④､⑥､⑦､⑧､⑳から軌 ⑳から⑳痛

に記入されていることを確認する｡
記入されていない場合は事業主等-の確認をするもの

とし､不明の場合は返戻する｡

(■2)単独有期事業及び事務組合-の委託事業の確認
左に掲げる欄に記入がある場合は､受理せず､下記の

通り取扱うこと｡

ア､篭盛 警抜 報 告賢覧 鵬 準監督署に提出する
よう指導する｡(事務組合-の委託事業であるため)

ィ､⑩､⑩､⑬欄に記入がある場合
直接労働基準監督署に提出するよう指導する｡
(単独有期事業である可能性があるため)

ウ､⑳欄に記入がある場合
･｢事務処理委託年月日｣:直接公共職 業安

定所又は労働基準監督署に提出するよう指導する｡
(事務組合への委託事業に該当する ためト ｢事

業終了予尭年月日｣:直接労働基準監督 署に提出する
よう指導する｡(単独有期事菜に該当す るため)
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工､⑳欄に記入がある場合
事務組合委託事業であるか確認する｡.事務租合委

託事業であれば､直接公共職業安定所又は労働基準
監督署に提出するよう指導する｡事務組合委

託事業でなければ､受理をする｡
(事務組合への委託事業の可能性があるため)

r事業主の氏名 (法人の
ときはその名称及び代
表者氏名)記名押印又
は署名｣

(3)事業主の署名の有無の確認

な雪景聖 書糟 急譜 嘉鑑 いることを確認し､記載が

(2)添付書類

な●LBただし､事業の実在等を確認できる書類 (登記事項証明書等)の提出を求めるこ

とがあり､提出されたときは届書と一緒に預かる｡

(･3) その他

成立届と同時に労働保険概算保険料申告書が提出されることが通常であること､また､
雇用保険適用事業所設置届を公共職業安定所に提出する必要があることに留意し､成立届

にこれらの届出が添付されていない場合は管轄の労働官署に提出するよう指導するものと

する｡

2.雇用保険適用事業所設置届

(1)届書の記載事項及びセンターにおける点検事項等

点 検 内 容 等

② :｢事業所の名称 (カ
タカナ)｣(OCR)

③ :｢事業所の名称 (漢
字)｣(OCR)

㊨ :｢郵便番号｣
㊨ :｢事業所の所在地｣
⑥ :｢事纂所の電話番号｣
⑦ :｢設置年月日｣
⑧ :｢労働保険番号｣
⑯ ･r事業の概要｣
⑮･:｢事業の開始年月日J
⑩ :｢事業の廃止年月日｣
⑰ :｢常時使用労働者数｣
⑩ :｢雇用保険被保険者

数 (一般､日雇)J⑩:r賃金支払関係上
⑳:r雇用保険担当課名｣
㊨:｢事業所及び事業主

(代理人)の登録印｣
(裏面)

㊨ :最寄 りの駅又はバス
停から事業所への道順

⑬ :｢事業主｣
社会保険労務士記載欄

(1)必須項目への記入の有無の確認
②から⑧､⑯から⑳､⑳､⑳楠へ記入されていること

を確認する (※)｡
記入されていない場合は事業主等へ確認するものとし､

不明の場合は返戻する｡ I

(※)
⑧については､新規事業について労働保険保険関係成

立眉と同時に雇用保険適用事業所設置届が提出された場
合､通常⑧欄に記入はないので注意すること｡

また､雇用保険適用事業所設置届の添付書簿として､

慧盲管禦欝 雪景だ苫葺きy =基憲雪質貰漂監護髭 漂
成立届の労働保険番号と一致しているか確認する.

(2)事業主の署名の有無の確認
⑬欄に事業主の記名押印又は自筆による署名がなされ

ていることを確認し､記載がなされていない場合は返戻
する｡
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(2)添付書類

･労働保険保険関係成立届 (労働保険保険関係成立届を月別=提出している場合は､その

事業主控の写し)

･雇用保険被曝険者襲格取得届又は転勤届
･事実所の実在.事業の種類､事業開始年月日､事業経営の状況､他の社会保険の加

入状況､労働の実態､賃金支払の実態が確認できる次の書類から必要なもの (登記

事項証明書､営巣許可証､工事契約書､賃金台帳､労働者名簿､出勤簿､公共料金

の請求書又は領収書.税務関係書類等)

(3)その他

① 本届出の受付は､労働保険保険関係成立届と同時又はその提出後であることから､当

該成立届又はその事莫主控の写しが未添付の場合は､返戻するD

② 適用事業所設置届が雇用される者に係る雇用保険被保険者資格取得届又は雇用保倹

被保険者転勤属と同時に提出されているか｡提出されていない場合､管轄の公共職業

安定所へ提出するよう指導する-｡

3.労働保険名称､所在地等変更届

(1)届書の記載事項及びセンターにおける点検事項等

毒 ` 項 点 検 内 容 ..等

⑨ :｢変更理由｣ (1)必須項目への記入の有無の確認
⑩ :｢労働保険番号｣(OC ⑨､⑩､⑯櫛へ記入されていることを確認するo記

R) 入されていない場合は事業主等ヘ確認するものとし､
⑱ :r変更年月日1(OCR) 不明の場合は返戻するD

① :｢変更前の事業主の (2)変更事項の記入の有無の確認
住所又は所在地,氏 ①から④､⑥､⑦､⑳から⑭欄については､変更が

名文は名称J② :｢変更前の事業の所在地､名称｣③ :｢変更前の事業所の住所､名称 .氏名j㊨ :｢変更前の事業の種類｣㊨ ..r変更後の事業主の住所又は所在地.氏 あった場合に記入されているか○
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⑦

⑳

⑫

⑳

..･:J;朋

.軒

･F･･I:･..:.Z,ji
Ji;.:I.5
.I.L.=jti

名
複
名
後
力
後
漢
後

所

｣

｣

の

所
即
所

;.
..'....1
.'''.7
.
.I;,辛)(OCR)
の事業所｣

氏名 (カナ
(OCR)

⑯ :F変更後の事業所｣
名称 ･氏名 (漢字)
(OCR)

⑳ :｢労働保険番号｣(OC
良)

塞 :.,簡 瓢 の種
類J

⑳ :｢事業終了予定年月
Ell(OCR)

⑰ :r変更後の元請労働
保険番号｣

r事業主の住所､氏名
(法人のときはその名

称及び代表者の氏名)､
記名押印又は署名｣

(3)単独有期事業及び事務組合への委託事業の確認
左に掲げる欄に記入がある場合は､下記の通 り取扱

うこと｡

ア､⑩欄について基幹番号が8で始まる場合
単独有期事案であるので受理しない｡労働保険番号

の記入がない場合は事業主に確認し､それでも不明の
場合は返戻する｡

ィ､⑥欄に記入がある場合
単独有期事業であるので受け付けず､直接労働基準

監督署に撞出するよう指導するものとする｡

ウ､⑧欄において草葉の種類を変更している場合
センターで受け付けたとしても管轄の労働基準監督

署又は公共職業安定所から問い合わせ等が必ずあるこ
とを説明した上で受け付ける｡

工､⑮⑰欄に記入がある場合
単独有期事業であるので受け付けず､直接労働基準

監督署に提出するよう指導するものとする｡

(4)事業主の署名の有無の確認

左の欄において､記名押印又は署名がなされていること
を確認 し､記載がなされていない場合は返戻する｡

(2)添付書類

なし｡ただし､確認書類として変更後の内容が確認できる書類 (登記事項証明書等)

の提出を求めることがあり､提出されたときは届書と一緒に預かる｡

4.雇用保険事業主事業所各種変更届

(1)届書の記載事項及びセンターにおける点検事項等 .



なお､④及び⑤欄たっいては､必ず記 入 とな る｡

記入がなされていない場合 は事業主等 へ確認す るも
のとし､不明の場合は返戻する｡

/し
.

雷侶 董芸霊翌葺那 j
㊨:r常時使用労働者数｣
㊨ :｢雇用保険担当課名｣
砂 :r社会保険加入状況｣
⑳ :｢雇用保険被保険者

敗J
㊨ :｢賃金支払関係｣

⑥･.r事業所の名称l(負
タカナ)(OCR)

⑦妄)r欝 の名削 (漢
⑧:r郵便番号｣
⑨:r事業所の所在地｣
⑱:｢事業所の電話番号｣
⑪:｢労働保険番号J(OC

R)
⑱:｢事業主｣(住所､名
称､氏名)

塞 ::闇 散 薬所の
名称｣

⑩ :r変更前の事業所の
所在地J

㊨ :｢事業所及 び事業主
(代理人)の登録印｣
(裏面)

⑳ :｢最寄り駅又はバス
停から事業所への道
順｣(裏面)

･届出年月日 (裏面)
･r事業主貫己載欄｣(住所.
名称､氏名)(裏面)
･社会保険労務士記載欄

(之)変更事項の記入の有無の確認 一
変更事項について､変更前及び変更後の情報が記入

されていることを確認した上で､⑰欄に変更の理由が
記入されていることを確認する｡その源.特に以下の
点に留意すること｡

ア､事業所の名称を変更した場合
⑥､⑦､⑳こ⑬､⑱､⑳欄が記入されていること｡

ィ､事業所の所在地を変更した場合
@､⑨､⑩､⑳､⑰､⑩､⑳欄の変更に係る項目が

記入されていること｡

(3)届出年月日及び事業主の署名の有無の確認
裏面の届出年月日が記入されていること及び事業主

の記名押印又は自筆による署名がなされていることを
確認する｡

なお､社会保険労務士による申請の場合は､社会保
険労務士欄の記載の有無も確認すること｡

①:r安定所番号J(OCR)
②:r変更区分J(OCR)
⑫ :｢設置区分｣(OCR)
⑬ :r事業所区分｣
⑯ :｢産業分類｣
㊨:｢事業の廃止年月日｣

㊨ :r社会保険加入状況J

(4)悪酢 野 獣 欝 教 o'@T S)に臥 がなされて
いないことを確認する｡記入されている場合､削除さ
せた上で受け付けること｡

(5)社会保険加入状況の確認
⑳楠の記入を確認し､健康保険又は厚生年金保険の

適用があるが加入していないときは､受付時に併せて
加入勧奨を行う｡

(2)添付書類

･変更後の内容が確認できる書類 (登記事項証明書､営業許可証､他の社会保険の適用開

一川-



係書類､賃金台帳､労働者名簿､公共料金の請求書等)

5.労働保険代理人選任 ･解任届､労働者災害補償保険代理人選任 ･解任届､雇用保険被保険

者関係届出事務等代理人選任 ･解任届

(1)届書の記載事項及びセンターにおける点検事項等

事 項 . 点 検 内 容 等.

①:｢労働保険番号｣ (1)必須項目への記入の有無の確認②:｢雇用保険事業所番 ①②⑨の櫛に記入されているか○
号｣ 記入されていない場合は事菓主等に確認するものとし､

㊨ :｢選任又は解任に係る事業場｣ 不明であれば返戻する○

② :｢選任及び解任代理 (2)変更項目の確認
人の職名｣ ③から⑦の欄については､変更があった場合に記入さ

③ :｢選任及び解任代理人の氏名｣㊨ :｢選任及び解任代理人の生年月日｣㊨ :｢選任及び解任代理人の代理事項｣⑦ :｢適任及び解任代理人の選任年月日｣ れて.いるか,

⑧ :r選任代理人が使用 (3)代理人を選定した場合の押印の確認
する印鑑｣ ⑧の欄については選任がある場合､押印されているか○

押印されていない場合は返戻する○

･r提出年月日,宛先 (署 (4)提出年月日､宛先の確認
節)｣ 記入されているか○ 該当箇所が記入されていない場

･｢事業主の住所｣ 台は事業主等に確認する○

r事業主の住所､氏名 (5)事業主の署名の有無の確認
(法人のときはその名 記名押印又は署名がなされていることを確認 し､記入

(2)添付書類

な し

6.雇用保険被保険者氏名変更届

(1)届書の記載事項及びセンターにおける点検事項等

点 検 内 容 等
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② I.｢被保険者番号｣(OC
R)

③ :｢事某所番号｣(OCR)
④ :｢被保険者 となった

年月日｣(OCR)
⑨ :｢新氏名｣
⑫ :被保険者でなくなっ
たことの原因又は氏名変
更年月日

⑤ :r離職等年月日｣
⑧ :｢喪失原凱
⑦ :｢離職票交付希望｣
⑩ :｢補充採用予定の有無｣
⑳:｢被保険者の住所又
は居所J

1週間の所定労働時

取得日 ･区分変
の 1週間の所定

･届出年月日
･事業主記載欄 (住所､
氏名､電話番号)

修正項目

書芸莞欝 遠類
⑭資格取得日.区分変更
日現在の 1週間の所定労
動時間

(1)必須項員への記入の有無の確認
②､③､④､⑨､⑫欄への記入がなされているか確

認する｡
記入がなされていない場合は事業主等へ確認するも

のとし､不明の場合は返戻する｡

(2)記入が不要な項目への誤記入の確認
⑤､⑥､⑦､⑩､⑳､⑬､⑭欄について

を資格喪失届として使用する際に記入する
ので､氏名変更の際には記入不要であ
れていた場合､削除させた上で受け付ける;
なお､⑤､⑥､⑦欄の誤記入については

難である場合システムへの入力が困難とな
あるため､受付られない旨を伝えた上で,
業安定所あて提出するよう指導すること｡

整

紙
る
さ

困
が
砥

用
あ
人

が
性
共

該
で
記

除
能
公

鵬
那
臥
滝

網
鰯

(3)届出年月日及び事業主の署名の有無の確認
届出年月日が記入されていること及び事業主の記名

押印又は自筆による署名がなされていることを確認す
る｡
なお.社会保険労務士による申請の場合は.社会保

険労務士欄の記載の有無も確認すること｡

'4;誓声望琵 監 罵 聖篭 詣 窒呈毒畠絹 等
ることC
①､⑧､⑭欄の誤記入については､削除が困難であ

る場合システムへの入力が国井となるため､受け付け
られない旨を伝えた上で返戻すること｡

(2)添付書類

･運転免許証.住民基本台帳カー ドのうち本人の写真付きのもの､国民健康保険被保険者

証､出線労働者手帳､住民票の写し､印鑑証明書等の官公署が発行した証明書の原本又

は写しのいずれか

7.雇用保険被保険者資格取得届

(1)届書の記載事項及びセンターにおける点検事項等

点 検 内 容 等

② :r被保険者番号｣(OC (1)必須項目-の記入の有無の確認

5 革 -



;
｢取得j (OCR)
｢被保険者氏名､フ

リガナ (カタカナ)(OCR)
㊨ :｢性別｣(OCR)(∋:r生年月EIJ(OCR)
⑧:r事業所番号｣(OCR)
(9:｢被保険者となった

年月日｣(OCR)
⑩ :｢被保険者となった

ことの原因J(OCR)
⑪ :r賃金｣(OCR)
⑫ :r雇用形態｣(OCR)
@ :r8%J(OCR)
⑯ :｢1週間の所定労働

時間｣
⑳ :｢契約期間の定め｣
㊨ :｢事墓所名｣

⑨ :｢変更後の氏名､フ
リガナ (カタカナ)J

⑩ :r移載前の住所又は
居所｣

･届出年月日
･事業主言己載欄 (住所､
氏名､電話番号)

′し I..:.Z.i;Z:::I...i::;....I
.棚.:I...,..

正
受
取
分
番
ス

修
①
⑯
区
⑮
リ

②から⑬欄及び⑯､⑫､⑳欄に記入されていること
を確認する｡
記入されていない場合は事業主等へ確認するものと

し､不明の場合は返戻する｡(ただし､雇用保険適用
事業所設置届と同時に提出を行う場合については､(参
欄は言己入されていないので留意することB)

(2)被保険者履歴の有無の確認
②欄に被保険者番号が記入されている場合は､③欄

が rZ｣と記載されていることを必ず確認すること｡

(3)氏名変更の有無の確認
③楠が ｢2Jと記載されている場合で､最後に被保険
者でなくなった日以降氏名が変更した場合は､変更後
の氏名を記入されていることを確認すること｡

⑩欄については､当該事業所に就職するため住所又は
居所を変更した場合に記入｡

く4)届出年月日及び事業主の署名の有無の確認
届出年月日が記入されていること及び事業主の記名

押印又は自筆による署名がなされていることを確認す
る｡
なお､社会保険労務士による申請の場合は､社会保

険労務士欄の記載の有無も確認すること｡

(5)安定所記載欄-の誤記入の確簡
※欄 ((か､⑩､⑬)に記入されていないことを確認

する｡記入されている場合､削除させた上で受け付け
ること｡

(2)添付書類

･雇用保険適用事業所設置届 くその事業所が初めて適用事業を行う事業所となったもので

ある場合であって､初めて資格取得届を提出する場合)

･賃金台帳､労働者名簿､出勤簿 (タイムカー ド等)､他の社会保険の資格取得関係書類

等その労働者を雇用した事実及び年月日が明らかになる書類

･就業規則､雇用契約書､雇人通知書､辞令その他賃金に関する約定内容､所定労働時間

及び1年以上雇用されることを証明できる書類 (短時鞠就労者に該当する場合)

･官公署が発行した年齢が確認できる書類 (住民票の写し等)(資格取得届に係る者が65
歳以上の者である場合)
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8.雇用保険被保険者転勤屈

(1)届書の記載事項及びセンターにおける点検事項等

事 項 ､ 点 検 内 容 等

② :r鞍保険者番号J(OC (1)必須項目への記入の有無の確認
R) ②j③､④､⑤､⑥､⑦､⑧､⑯欄に記入されてい

③ :T生年月日｣くOCR) るか確認する○
項)A:｢鞍保険者氏名 .フ 記入されていない場合は幸美主等ヘ確認するものと

リガナ (カタカナ)∫(OCR)⑤ :｢被保険者となった年月日｣(OCR)⑥:r事業所番号｣(OCR)⑦∴ r転勤前の事業所番号｣くOCR)∫㊨ :r転勤 .区分変更の年月日J⑮ :r転勤前事業所名称.･所在地J し､不明の場合は返戻する○

⑨ :r賃金j(OCR) (2)記入が不要な項目への誤記入の確認
⑳ :｢雇用形態｣(OCR) ⑨､⑩､⑩､⑫､⑯､⑩欄については､雇用保険被
⑪ :｢職種｣(0()R) 保険者区分変更届として使用する際に記入する項目で
⑫ :｢取得時頼保懐者種 あるため､転勤届として使用する際には記入不要であ

類｣(OCR) る○誤記入されていた場合､削除させた上で受け付け

⑭ :｢1週間の所定労働時間｣⑯ :｢被保険者区分の変更が生 じたことの原因｣ ること○

･届出年月日 (3)届出年月日及び事業主の署名の有無の確認
･事業主記載欄 (住所､ 届出年月日が記入されていること及び事業主の記名
氏名､電話番号) 押印又は白華による署名がなされていることを確認す

る｡
なお､社会保険労務士による申請の場合は､社会保

険労務士欄の記載の有無も確認することo

修正項国番号 (4)安定所記載欄への誤記入の確認
①安定所番号 光欄 (①､⑳)に常人がなされていないことを確認
⑬区分変更後の被保険者 する○記入されている場合､削除させた上で受け付け

(2)添付書簸

･雇用保険被保険者資格喪失届 ･氏名変更届

･転勤の事実を証明することができるいずれかの書蕉 (労働者名簿､出勤簿､辞令等)

9.雇用保険被保険者資格喪失届 (離職票の交付を必要としない場合に限る｡)

く1)愚書の記載事項及びセンターにおける点検事項等
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事 項

(診:｢被保険者番号｣(OCR)
③:｢事業所番号｣(OCR)
㊨ :｢被保険者となった

oc

有

な
氏

働

⑤

⑥
⑦
⑩

⑫

⑬

(診 ｢離職票交付希望｣
(OCR)

･届出年月日
･事業主記載欄 (住所､
氏名､電話番号)

修正項目番号
①安定所番号
@喪失時◎種類
⑳資格取得日 ･区分変更
日現在の 1週間の所定労
働時間

点 検 内 容 等

(1)必須項目への記入の有無の確認
②､③､④､⑤､⑥ー⑦､⑩､⑫､⑩欄に記入され

ているか確認する｡
記入されていない場合は事業主等へ確認するものと

し､不明の場合は返戻する｡

(2) 離職票交付の有無の確認
⑦掬が rZJとなっているか｡ (｢1Jの場合 は返戻

し､直捷安定所で手続を行うよう滞導する｡)

(3)届出年月日及び事業主の署名の有無の確認
届出年月日が記入されていること及び事業主の記名

押印又は自筆による署名がなされていることを確認す
る｡
なお.社会保険労務士による申請の場合は､社会保

険労務士欄の記載の有無も確認すること｡

(4)安東所記載欄-の隈記入の確認

諸 表誓苦苧暴君貫き雛 祭も鮎 用 益誓書f=l三吉
受け付けること｡

移行処理用の場合 (汰)

p 事 項 点 検 内 容 等

(塾:r被保険者番号1(OC (1)必須項目-の記入の有無の確認
R) ②､③､④､⑤､⑥､⑦､⑩､⑳､⑫､⑬､⑯､⑬､

③ :｢事業所番号｣(OCR) ⑰､⑯欄に記入されているか確認する勺.
④ :｢被保険者 となった 記入されていない場合は事業主等ヘ確認するもの
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⑮ニ｢事業所名称｣
⑰ :r被保険者でなくな

ったことの原因又は
氏名変更年月日J
⑱ :｢1週間の所定労働
時間j

⑦ :｢離職票交付希望｣
(0()R)

･届出年月日
･事業主記載欄 (住所.
氏名､電話番号)

(2)離職票交付の有無の確認
(∋欄が r2｣となっているか｡(｢1｣の場合は返戻

し､直接安定所で手続を行うよう指導する｡)

(3)届出年月日及び事業主の署名の有無の確認
届出年月日が記入されていること及び事業主の記名

押印又は自筆による署名がされていることを確認する｡
なお､社会保険労務士による申請の場合は､社会保

険労務士欄の記載tD有無も確認すること｡

(4)安定所記載欄への誤記入の確認
※欄 (修正項目番号､①､⑧､修正欄)に記入がない
ことを確認する｡誤記入されている場合､削除させた
上で受け付けること｡

(2)添付書類

雇用契約書､賃金台帳､労働者名簿､出勤簿 (タイムカ- ド等)､他d)社会保険の被保

険者資格喪失関係書類等その労働者が被保険者でなくなったことの事実､その年月日の確

認に必要な書簸｡

(3)その他

センターで受付可能なものは､離政票の交付を必要としない場合に限られる｡離職票の

交付を希望する場合は､直接管轄の公共職業安定所で手続を行うよう指導する｡

なお､離職の日において59歳以上である被保険者の場合､必ず離職証明書が添付され離

職票の交付が必要となることから､直接管轄の公共職業安定所で専横を行うよう指導する｡

※ 公共職業安定所から交付される雇用保険被保険者資格喪失届を紛失した場合に代替と

して､提出してもらうもの.こ0)場合には､被保険者氏名及び被保険者番号等全ての項

L 目について手書きで記入したものが提出されるb

10.雇用保険適用事業所廃止届 (離職票の交付を必要としない場合に限るo)

(1)届書の記載事項及びセンターにおける点検事項等

事 項 点 検 内 容 等

③ :｢事業所番号J(OCR) (1)必須項目への記入の有無の確認
㊨ r設置年月日｣(OCR) ③､④､⑤､⑥､⑨､⑩､⑳欄に記入されているか.
⑤ r廃止年月日j(OCR) 記入がなされていない場合は事業主等ヘ確認するも

⑥⑧ r廃止区分｣(OCR)｢事業所｣(所在地､ のとし､不明の場合は返戻する○
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名 称)
㊨ :｢労働保険番号｣
項):｢廃止理由｣

苦 =偲 皆抱 着払 事
業所番号J(OCR)

⑧ :｢統合先事業所の設
置年月日｣(OCR)

･届出年月日
･事業主記載欄 (住所､
氏名､電話番号)
･社会保険労務士記載欄

修正項目番号
①安定所番号
②本日の資格喪失 .転出
者数
修正欄
公共職業安定所記載欄

(2)事業所の統合に伴い廃止された場合の処理
⑥楠に r4｣が記入されている場合､⑦⑧の記入が

あるか確認すること｡

(3)届出年月日及び事業主の署名の有無の確認
裏面の届出年月日が記入されていること及び事業主

の記名押印又は自筆による署名がなされていることを
確認する｡

なお､社会保険労務士による申請の場合は､社会保
険労務士欄の記載の有無も確認すること｡

(4)安定所記載欄への誤記入の確認
※欄 (修正項巨番号､①､②､修正欄､公共職業安

定所記載欄)に記入がないことを確認する｡誤記入さ
れている場合､削除させた上で受け付けること｡

(2)添付書類

･雇用保険被保険者資格喪失属又は転勤届､

･事業所の廃止の事実 (当該事業所が適用事業に該当しなくなった場合はその事実)を証

明することができるいずれかの書類 (登記事項証明書､閉鎖謄本､労働者名簿､出勤簿等)

(3) その他

事業廃止後の連絡先が届書記載の内容と異なる場合は､余白にその連絡先を記入してお

くこと｡

また､廃止届と同時に労働保険確定保険料申告書が提出されることが通常であることに

留意し､廃止届に同申告書が漆付されていない場合は管轄の労働官署に提出するよう指導

するものとする｡

【付属資料】･

○受付処理簿 (事務取扱要領参考様式1-2)

〇回送文書の様式 (事務取扱要領参考様式2-2)

○センター受付票 (事務取扱要領参考様式2-3)

○社会保険事務所､労働基準監督署､公共職業安定所の所在地及び管轄地域 (件成中)
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0社会保険 ･労働保険の事業所記号 ･番号

1.社会保険の事墓所記号

(1)政府管掌健康保険の事貴所

郡市区名 いろは称号

(2)組合管掌健康保険の事業所

郡市区名 英幸符号

都市区名 - ･事集所所在地の都市区名を略し､記号

化したもの

いろは符号 ･･事糞所名称の第一青が最初の符号とな

り､いろは順に振り出された符号

(rえJ･→Tゑ｣､｢お｣→Tを｣,rゐJ→rいJ)

都市区名 - ･事業所所在地の郡市区名を略し､記号

化したもの

英字符号 日 .事業所名称の第一音が最初の符号とな

り,最初の符号は､あかきたな順に英

字で振り出され (rあ行｣→｢A｣､｢か行｣

→rKIJさ行い ｢SJ･- ｢わ軌→rWl)､

2番目の符号から振り出し順にABC

で振り出された符号

2.労働保険の労働保険番号及び雇用保険の事業所番号

(1)労働保険番号

府 県 相 管 轄 基 幹 番 号 枝 番 号

① 府 県 ･.･都道府県番号

② 所 掌 ･日 当該事葉に係る労働保険関係事務の取扱機関を符号化したものであ

り､回送先の目安とすること.

rl｣- 労働基準監督署 ｢3｣- 公共職業安定所

③ 管 轄････所掌 1の場合は事業所管轄の労働基準監督署の番号､所掌3の場合は､

事業所管轄の公共職業安定所b)番号

@ 基幹番号 ･.･各事業場の固有番号 (基幹番号が色で始まる場合については単独有期

事業であるので受理せず､基幹番号が9で始まる場合については労働保

険事務組合委託事業であるので受哩しない｡)

⑤ 枝 番 号 ･･.有期事業における同一事業主の行う個別の工事､労働保険事務組合に

委託 している事業場や海外派遣の事業 (横番号301-309)等の場合に使

用される番号 (枝番号が ｢000J又は空欄以外は受理しないb)

(2)雇用保険の事業所番号

安定所番号

① 安定所等号 .･最初の2桁は都道府県番号､次の2桁は都道府県内b)公共職業安定所

の菅号
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② 安定所ごとの一連番号

日 .最初の2桁は地区､残りは地区内の適用事業所の一連番号
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r＼

(参考様式1- 2) 受 付 処 理 帝

~̀ヽ.

受付番号 受 付年月日 受付区分 届書 一事 業 場 回 送年月日~ 回 .送 先 備 考種類 労働保険番号 (※) 名 称

I2 監督署安定所

12 監督署安定所

12 監督署.安定所

12 監督署安定所

.12 監督署安定所

12 監督署安定所

12 監督署安定所

(特記事項)
1.受付区分は､当該届番を来所により受け付けた場合は rlJを､郵送により受け付けた場合は ｢2｣をそれぞれ ｢OJで組むこと.

2.届書禰掛ま､受け付けた居着ごとに鋲当する数字を記入すること.

rlJ - ･労働俸険保険衡係成立届 く継続) r7｣ ･I･雇用体験被保険者関係届tt博 務等代理人選任 .解任届

r2l I- 雇用保険適用事業所設置届 ｢8い ･･雇用保険被保険者氏名変更届

T3｣ - ･労働保険名称､所在地等変更届 F9｣ - .雇用保険被保険者資格取得届

r4｣ I･･雇用保険事業主事業所各種変更届 rlOJ - ･雇用保倹被保険者転勤届 _

r5｣ - 労働保険代理人選任 ･解任届 rll｣ - .雇用保険被倖険者資格喪失届

r6い 日 野働災事補償保険代理人選任 ･解任届 r121･- 雇用保険適用事業所廃止届
3.備考欄に杜､届出された届書の件数が2件以上の場合その件数を記載するA

(同一事業主より蔵数の被保険者に係る届春を受け付けた場合､件数を記載する.)

また､申告書受理時に事業主等より頗許した事項等があれば､記載する.

韻 労徽除険番号の記戦がない届脚こついては､寄集所番号を珊 する｡

r21J - ･労働保険概葬保険料申告等

r22J - ,労働保険確慮保険料申台春



(参考様式2- 2)

0000 労働基準監督署

0000 公共職業安定所 御中

0000 労働局労働保険徴収課

事 務 連 絡

平成 年 月 日

○○社会保険 ･労働保険徴収事務センター

届 書 の 回 送 に つ い て

標記について､事業主から貴所管の別紙の届書の提出がありましたので回送い

たします｡

担当者 :○○社会保険事務所 00 00
電 話 :000-000-0000
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(別紙)

(辛 .業 名)外 00 件 ( 月 日分)

回送対象届書

該当 届書の種類 件数 受付 日 回遠先 備考

労働保険保険関係成立届 監督署安定所

雇用保険適用事業所設置届 安定所

労働保険堵称､所在地等変更局 監督署安達所

雇用保険事業主事業所各種変更届 安定所

労働保険代理人選任 .解任届 監督署. 安定所

労働者災害補償保険代理人選倭 .解任届 監督署

雇用保険被保険者関係届出事務等代理人選任 .解任届 安置所

雇用保険被保険者氏名変更届 安定所

雇用保険被保険者資格取得届 安定所

雇用保険被保険者転勤属 安定所

雇用保険被保険資格喪失届 安定所

雇用保険適用事業所廃止届 安定所

労働保険概算保険料申告喜 一 . 監督署.労働局

労働保険確定保険料申告書/ 監督署

(記載事項)
･ r該当｣欄には､回送する届け書に○印を付すことd
･ ｢備考｣欄には､届書と異なる事業主の連終発等届出受理時に確認した事項等があれば記載
すること｡

上吉 事 :.'･l_.::-,i･∴圭 昔 二 ㌫ 十 ●章 ･十 †-i

(注意事項)

･受付処理醇 (参考様式1-2)のコピーを適宜加工したものをもって､この様式の代わりとし

ても差し支えない｡
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(参考様式2- 3)

平成 年 月 日

事 業 主 殿

00社会保険 ･労働保険徴収事務センター

セ ン タ ー 受 付 棄

本 日､下記の労働保険関係の届出を受理 しま したO

センターで受理 した労働保険関係の届書については､管轄の労働基準監督署又

は公共職業安定所に回送の上で内容審査等を行 うため､後 目､労働基準監督署又

は公共職業安定所 より連絡又は呼出し等を行 う場合がありますので､あらかじめ

御了承願いますC

吾己

受付 届書の種額 件数 回送先

労働保険保険関係成立届 監督署安定所

雇用保険適用事業所設置届 安定所

労働保険名称､所在地等変更届 監督署安定所

雇用保険事棄主事業所各種変更届 安定所

労働保険代理人選任 .鹿任届 監督署安定所

労働者災害補償保険代理人選任 .解任届 監督署

雇用保険被保険者関係届出事務等代理人選任 ー解任届 安定所

雇用保険被保険者氏名変更届 安定所

雇用保険被保険者資格敢得届 安定所

雇用保険被保険者転勤届 安定所

雇用保険被保険資格喪失届 安定所

雇用保険適用事案所廃止届 安定所

労働保険概算保険料申告書 監督署労働局

労働保険確定保険料申告書/一般 監督署
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